
申 込 要 領

〈参 加 料〉1名につき 本会会員 30,800円 一般 38,500円（消費税込）
＊講座のテキスト資料到着後（約開催５営業日前）のキャンセルについては、参加料の100％を申し受
けます。なお、当日までにご連絡なく欠席の場合も100％のキャンセル料となりますので、あらかじ
めご了承ください。

〈受講要領〉
‣本セミナーはZoomウェビナー形式ですので、カメラ・マイク不要です。

‣本会ホームページ上で【WEB申込】をお願いします。
追って、参加券、請求書、Zoomでの受講要領をお送りいたします。

‣資料は開催の1週間前、視聴URLは3営業日前を目途にお送りいたします。

〈留意事項〉
＊視聴URLはセミナー参加者のみ利用可能とし、再配布・複数名での視聴を禁止いたします。
＊著作権保護の観点から、セミナーの録音・録画や資料の複製は固くお断りいたします。
＊Zoom接続環境（パソコン、有線およびWi-Fiのインターネット回線を推奨）をご準備ください。
＊ネット回線･システムトラブル等による視聴の遅滞･中断等について､返金できかねますのでご了承ください。

講 師 紹 介

大井幸助税理士事務所

所長・税理士 大井 幸助 氏

2006年専門学校を卒業後、税

理士事務所へ入職。

2012年税理士試験合格。

2013年税理士登録。

2022年10月大井幸助税理士事

務所開設。

難しいことを分かりやすく、

をモットーに、現在は幅広い

クライアントに税務に関する

サービスを提供している。

組織再編税制の活用と節税対

策を得意としており、また各

種セミナー・講演等のほか、

大学での簿記講座の講師も務

めている。

資本的支出と修繕費の区分セミナー
～関連法令と具体事例を交えて資本的支出と修繕費の判断基準を解説～

Zoomウェビナー形式［ライブ］

プ ロ グ ラ ム

１．資本的支出と修繕費の意義

２．基本通達及び判例
（１）資本的支出の例示（７－８－１）
（２）修繕費に含まれる費用（７－８－２）
（３）少額又は周期の短い費用の損金算入

（７－８－３）
（４）形式基準による修繕費の判定

（７－８－４）
（５）資本的支出と修繕費の区分の特例

（７－８－５）
（６）災害の場合の資本的支出と修繕費

の区分の特例（７－８－６）
（７）ソフトウェアに係る資本的支出と

修繕費（７－８－６の２）
（８）機能復旧補償金による固定資産の

取得又は改良（７－８－７）
（９）地盤沈下による防潮堤、防波堤等

の積上げ費（７－８－８）
（10）耐用年数を経過した資産について

した修理、改良等（７－８－９）
（11）損壊した賃借資産等に係る補修費

（７－８－１０）
（12）資本的支出と修繕費のフローチャート

３．実例の検討
（１）節電対策等のための蛍光灯から

ＬＥＤ電球への取替費用

（２）船舶に搭載する法定備品の損傷等
による取替費用

（３）法律の制定に伴うシステム改良費用
（４）新型コロナウイルスの影響により

稼働休止している資産の維持補修費
（５）既存建物に対する耐震性の調査費用
（６）建物に対する耐震構造工事
（７）被災した建物の雨戸を電動式に

取り替える費用
（８）被災資産に代替する資産を取得した場合
（９）ビルの広場路面に転倒防止のため

特殊樹脂を塗布する費用
（10）アスベスト使用の建物の屋根を

二重にする費用
（11）工作機械のオーバーホール費用
（12）土壌汚染された土地の対策費用
（13）賃貸ビルを事務所用から飲食店用

に用途変更する費用
（14）壁紙、カーテンの取替費用
（15）社宅の浴槽の取替費用
（16）建物の外壁塗装
（17）屋根を瓦から鋼板へ全面葺き替える費用
（18）新型コロナウイルスの影響により

設備を集約する費用
（19）賃貸アパートのリフォーム費用
（20）消費税法改正に伴う機器等の改修費用

❶ 当協会ホームページにアクセス
https://www.noma.or.jp

❷ 「セミナー/講座」を選択

❸ 「NOMA 公開セミナー/行政管理講座
検索画面」をクリック

❹ フリーワード欄に講座名の一部を
入力して検索

❺ お申込み講座のページを開いて、
そのページ内でWEB申込

ＷＥＢ申込の方法

〈お問合せ先〉一般社団法人 日本経営協会 企画研修グループ（佐々木）E-mail ksosaka@noma.or.jp 
〒550-0004 大阪市西区靱本町1-8-4 大阪科学技術センタービル5階 TEL 06-6443-6962（直通）

〈日 時〉2023年3月17日(金) 13:00～17:00（4H）

〈講 師〉大井幸助税理士事務所

所長・税理士 大井 幸助 氏

法人がその有する固定資産の修繕や改良等のために支出した金額のうち、その固定資産の価値を高め、又はその耐
久性を増すことになる金額は修繕費として一時の損金とはならず、資本的支出として固定資産に計上し減価償却する
ことになります。修繕費となるか資本的支出となるかの判断については、法令で基本的な考え方が定められ、通達で
具体的な内容が示されていますが、複雑なものとなっています。
本セミナーでは、法令や通達をわかりやすく解説し、具体事例を交えながら、修繕費か資本的支出かを判断する力

を身につけていただきます。

〈主 催〉

〈申込締切〉3月7日まで

https://www.noma.or.jp/

